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取扱基準 ４ 

補助対象経費について 

◎補助対象経費について 

   補助対象経費とは補助金交付の対象となる経費であり、運営補助と事業補助でその範囲は異な

る。補助金は公金であり、補助対象経費の範囲を明確にする必要があり、市民の理解を得られるも

のでなければならない。下記の表のとおり、補助対象経費の範囲を示すので、適切な補助金の運用に

努めていただきたい。 

◎基本的な留意点 

①基本原則として、市の公金支出に際しての判断基準を引用すること。 

②団体等の運営や補助事業と直接関係しない経費は除く。 

③個人の利益に繋がると判断される支出経費（予算）は除く。 

④補助金等交付団体が業者等から領収書（実績報告書等に添付）を受領する際、領収書の連

番記載の有無を必ず確認してもらい、連番記載の領収書を添付するよう団体に協力を求めるこ

と。 

⑤政治的活動・宗教的活動・争議的活動・公序良俗に反する活動・その他社会通念上公金を支 

出することが適当でない活動に関する経費は除く。 

◎節・細節等の区分による補助対象経費の範囲 

経 費 運営補助 事業補助 説明 支出例 

人件費 ○ ○ 事業のために雇用された職員

の賃金・社会保険料等 

給料・賃金・社会保険料 等 

報酬・報償費 ○ ○ 研修・講習会等での外部講師

の謝礼等 

講師謝金・謝礼 等 

旅費 ※１ ○ ○ 研修・会議・視察等に必要な

交通費・宿泊費等 

研修旅費・視察旅費 等 

交際費 ※２ × ×   

消耗品費 ○ ○ 短期又は１回で消費するもの ボールペン購入代金 等 

燃料費 ○ ○ 必要不可欠な灯油・ガソリン・

プロパンガス代等 

ガソリン代・プロパンガス料金 等 

食糧費 ※３ ○ ○ 会議や研修講師のお茶代等 会議用お茶代 等 

印刷製本費 

※４ 

○ ○ 書類等の印刷・ポスター等の

作成等 

会報誌製本費 等 

光熱水費 ○ ○ 必要不可欠な電気・水道・ガ

ス使用料等 

電気代・水道料金 等 

修繕料 ○ ○ 車両等の修繕料 備品修繕料 等 

通信運搬費 ○ ○ 募集案内・会議資料等の送

付に必要な郵送・切手代等 

郵便料金・切手代 等 

手数料 ○ ○ 銀行等への振込手数料等 振込手数料・証明手数料 等 



 

経 費 運営補助 事業補助 説明 支出例 

広告料 ※５ ○ ○ イベント周知等の広告料 イベント広告料 等 

委託料 ○ ○ 清掃・警備等の委託料 ○○事業委託料 等 

保険料 ○ ○ 事業のための行事保険等 ボランティア保険料 等 

使用料・賃借料 ○ ○ 会議の開催に必要な会場の

使用料等 

会場使用料・家賃 等 

工事請負費 × ○ 施設整備の工事費用等  

備品購入費 ○ ○ 必要不可欠な備品購入費等 パソコン購入費 等 

公有財産購入費 × ○ 施設整備の工事費用等  

負担金補助及び

交付金 ※６ 

○ × 県単位組織への負担金・研修

の参加費等 

県○○会負担金 等 

貸付金 × ×   

補償金・補填金・

賠償金 

× ×   

償還金、利子及

び割引料 

× ×   

投資金・出資金 × ×   

積立金 × ×   

寄附金 × ×   

公課費 × ×   

繰出金 × ×   

予備費 × ×   

○:内容によって対象とできるもの 

×:原則として対象にできないもの 

◎補助対象経費の留意事項 

※１・・・市の補助目的を達成するために、旅費の算定は、「橿原市の一般職の職員等の旅費支給

規程」第７条の規定に基づき、市職員の５級の日当・宿泊単価、最も経済的な通常の経

路及び方法による運賃算定が妥当と判断する。 

※２・・・親睦費・慶弔費等の交際費は原則として認めない。 

※３・・・会議賄のお茶以外は原則として認めない。ボランティア等が食事時をまたがって活動する場 

合等は、予算単価である９００円程度までの食糧費は妥当と判断する。 

※４・・・印刷に伴って収入が見込まれ、充当することが妥当と判断できる収入がある印刷経費は認め

ない。 

※５・・・広告に伴い想定される収入、確保された収入は、歳出に充当し対象外にする。 

※６・・・認定に際して、対象団体が支出する負担金、補助金、交付金の内容を確認し、個人の利益

や公金支出の禁止につながるようなおそれがないことを確認する必要がある。 






